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王　はじめに
西部大開発計画は20∞年3月の全国人民代表会議で承認された用。同じく、
2（氾1年からは第10次5カ年計画（2001～2（泊5年；以下、十・五計画）が実施
されているし、2（沿1年12月にはWTOに正式加盟している。もちろん、十・
五計画の策定は実施の数年前から行われ、それまでの経済的必要性への対応
や将来へのピジョンが盛り込まれている。また、WTO加盟についても、
1986年の加盟（当時はGATT）申請以降、例えば、全ての企業に対する貿易
権の付与、透明性の確保、中央・地方間の統一的行政、内国民待遇などWTO
ルールへの適応、あるいは、農業やサービス業（流通や金融を含む）におけ
る競争力確保や現代化などのように、国内経済の諸組織や諸制度の改革が続
けられてきた。これら十・五計画やWTO加盟による中国経済の抜本的な構
造改革の中で、2∝迫年頃から第11次5カ年計画（2（髄～2010年；以下、十一
・五計画）が策定されつつある。
西部大開発計画は十・五計画よりも早く着手されているが、これは、2000
－226－
（62）
年までに沿海地域の発展と全体的な小康水準（いくらかゆとりのある社会）
を達成し、その後に中西部地域の開発を推進するという部小平の「二つの大
局論」の長期的シナリオに沿ったこと、および貧困格差の深刻化への対応の
必要性によるものである。十・五計画の中で西部大開発計画が明言されてい
るのは第8章でのみであるが、西部大開発計画の目標、あるいはそのための
手段や措置は、十・五計画のそれらと、その地域的対象範囲を除けば、多く
が同じものであるは。ただし、西部大開発は数十年を要する長期計画であっ
て、十・五計画はその5年間の期間での重点項目の推進が主な内容である。
本稿では、西部大開発が、WTO加盟によって、十一・五計画開始期にお
いてどのような影響を受けるか、そして、十・五計画や大西部開発計画にお
ける経済的な成果と積み残された（あるいは、新たに出現した）諸問題、お
よび、経済停滞への対応として新たに推進されつつある東北振興によってど
のような影響を受けるかを調べる。また、十一・五計画では、引き続き西部
大開発計画や、WTO加盟へのさらなる対応、そしてより本格的に東北振興
が組み込まれるあろうが、このような状況で十一・五計画がどのような内容
になるかを検討する。
Ⅱ　肌汀○加盟と西部大開発計画
中国では、90年代前半の貿易額の増大と高インフレは95年頃から沈静化し
始めた。97年のアジア通貨危機の発生では、さらに中国の貿易額は停滞し、
物価も下落している。表1からも分かるように、この時期には、中西部地域
の主要産業である農業に関する農産品買付価格は消費物価指数よりもさらに
下落が激しい。つまり90年代末には、輸出市場での供給過剰と需要不足への
対応が迫られた。その中で人民元の切下げも噂された。西部大開発が叫ばれ
た90年代後半はまさにこのような時期である、しかし、2002年からは再び貿
易額と貿易収支黒字が拡大し、物価も上昇しつつあり、この中で中国元の切
り上げが噂されている。西部大開発計画はこのような国際経済環境のめまぐ
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表l j輸出入額と物価指数
年　悪霊人語雷芸削総額 輸入縁額
??????????? 農産品買付
価格指数
1990　　5！逓0．1　33．8　　2985．8　　52．6　　2574．3
1991　7225．8　　30．0　　3327．1　　28．2　　3398．7
1992　　9119．6　　26．2　　4676．3　　22．2　　4443．3
1993　11271．0　　23．6　　5284．8　13，0　　5986．2
1994　20381．9　　80．8　10421．8　　97．2　　9960．1
19．5　11048．1
1．0　11557．4
20．5　118（施．5
0．4　11626．1
6．1　13736．4
27．7　18638．8
6．7　20159．2
22．4　24430．3
34．7　34195．6
15．3　12451．8
2．7　12576．4
11．7　15160．7
－0．4　15223．6
11．3　16159．8
31．4　20634．4
7．4　　22024．4
21．8　26く姐7．9
37．2　　36287．9
1995　23499．9
1996　24133．8
19g7　26967．2
1998　26849．7
1999　29896．2
2珊　39273．2
2（刀1　42183．6
2∞2　51378．2
2α迫　7臓．5
??????????????
?????????????????????
????????????????????????? ㌫????????????? ．
単位：貿易関係は億人民元、伸び率は％、指数は前年がユα）。
出所：r中国統計年鑑」各年版。
るしい変化の中で実施され、さらに、実施に移された直後の2〔沿1年末には、
WTO加盟が実現している。
中国はWTO加盟時に多くの約束をしている。「『中華人民共和国のWTO
加盟議定書』では3（泊項目以上の義務が付され、また、経済特別区、少数民
族自治区、辺境貿易区、沿海開放都市、経済技術開発区、および他の特別区
のすべてにおける適用を中国は承認している」t㌔WTO加盟により、WTO
ルールを遵守しながら、輸出振興や地域内産業育成などの西部大開発計画と
の整合性を達成しなければならない。例えば、無差別原則、自由貿易、公正
性、互恵主義などの原則や、透明性、市場メカニズムの徹底、政府の不介入
（民間企業の役割と政府調達）、市場アクセスなどが確保されるよう政策調
整、産業構造調整、さらには知的所有権に関する市場秩序のための関連法整
備などを進めていかなければならない。もっとも、逆に、WTO加盟問題が
あるからこそ、貧困に喘ぐ中西部地域の農業問題を解決しなければ、さらな
る所得格差拡大と、場合によっては政治不安にも繋がる事情もあった。
WTO加盟では、WTO協定（WTO設立するマラケシュ協定及び附属書
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の多国間貿易協定）についてシングル・アンダーティキングが適用されるこ
とになる（ただし、複数国間貿易協定はこの限りではない）。したがって、
附属書に掲げる非常に多くの分野にわたる諸協定への適合性が検討され、
WTO加盟における約束表も膨大な量になっている…。また、中国の加盟に
際しては、非市場経済国であることによる特例（適正な市場価格の算定方法
に関するもの）と、途上国であることによる最恵国待遇原則の特別措置
（GATT18粂：政府開発に対する政府の援助）や第四部（貿易および開発）、
補助金及び相殺措置に関する協定第27条や貿易の技術的障害に関する協定
（TBT協定）第12条にあるような、開発途上加盟国に対する特別かつ異な
る待遇（S＆D条項：SpecialandDifEerentialTreatment）の条項による義務
の免除や軽減が適用される相。
加盟議定書（ACCESSIONOFTHEPEOPLEIsREPUBuCOFCHINA
andPROTOCOLONTHEACCESSIONOFTHEPEOPLE’sREPUBuC
OFCHⅢ寸A）には、WTOルールに沿うための合意スケジュールも明示され
ている。それらには、2（カ1年末の加盟時までに対応すべき事項や品目から、
数年をかけて対応するもの、非市場経済国として加盟後15年間特例が認めら
れるものまでの広がりがあり、また、約束しないものも多数ある。しかしな
がら、少なくとも合意スケジュールに明示された品削こついては、2∝略年ま
でにかなりがWTOルールに適合するようになる。これらの約束表の大半は
中国経済全体に関わるものであるが、今後の西部大開発計画の前提的な経済
環境に大きく関わるもの、例えば、地域開発のための補助金、地域的・産業
的優遇政策、外資導入のための優遇策、農産物や資源などの価格統制、国家
貿易、国家が直接・間接に関わる開発、開発の重点事項に大きく影響する事
項などもある。また、十一・五計画期での重点的戦略分野、つまり、農業、
資源・エネルギー、サービス産業（金融、流通、運輸、通信、IT、医療、建
設、教育、自由職業サービス、観光、法律・会計・建築設計などの専門業種
サービス、放送、広告、チェーンストアなど）などとも大きく関わる。した
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がって、情報通信分野などでは2国同協議が難航した（6I。
Ⅲ．Ⅵ汀0加盟議定書の内容
中国経済固有の多くの経済制度、機構、政策、措置は、それぞれが貿易の
各種側面に影響する。例えば、国家貿易ひとつ取り上げでも、無差別原則、
非関税措置、公正貿易、非市場経済、貿易関連投資措置、補助金、相殺関税、
透明性などと関係する。このような状況であるので、加盟議定書の本文中心
部分（第1部）の18からなる事項も体系的に並べられているとは言い難い。
ここでは、WTO協定（および多数国間貿易協定群を含む附属書に掲載され
る全ての協定・了解）について基本的な貿易管理体制としての透明性、なら
びに、従来からのGATT／WTOの理念であるところの自由、無差別、公正、
互恵に主に関連する項目について、中国経済そして中西部地域にとっての意
味について検討する。また、同様に、次のⅣでは、重要な産業部門や部門で
あるところの、サービス貿易、知的財産権、並びに、貿易関連投資措置、自
然環境・労働環境との関連を明確にする。
具体的な事項は、1．貿易管理体制（統一的行政、透明性、特別地域、法
的措置）、2．自由貿易（関税、数量制限、非関税措置、輸出入許可、基準
・認証）、3．無差別貿易、4．公正・互恵貿易（貿易権と国家貿易、価格
統制、補助金、AD捨置・相殺措置、セーフガード）、5．その他（複数国貿
易協定（政府調達））、6．その他の重要な事項（農業、繊維、サービス貿易、
知的所有権、貿易関連投資措置、自然環境・労働環境）（ただし、これらに
ついてはⅣで扱う）、である。
1．透明性
WTO加盟に伴い、WTO協定が中央政府・地方政府を含む関税地域全体
に一律、公平かつ合理的に適用・運用され、紛争の防止や解決のための制度
を保証し、多くの貿易管理上の公表義務を負うことになる。そのための透明
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性確保については、例えば、以下のように多くの協定で明記されている聞。
・GATT第10条（貿易規制の公表及び施行）：法令、判決および行政決定に
よる関税分類・評価、関税・租税・課徴金の率、輸出入の要件・制限・禁
止、産品の販売・分配・輸送・保険・倉入れ・検査・展示・加工・混合そ
の他の使用に影響を及ぼすもの、国際貿易政策に影響を及ぼす取極などは、
諸政府及び貿易業者に直ちに知ることのできる一律の公平かつ合理的な方
法で公表しなければならない。一般に通用される措置で、確立された統一
的慣行に基いた輸入関税・課徴金の率を増加したり、一層重い要件・制限
・禁止を諌するものは、その正式の公表前に実施してはならない。
・貿易関連投資措置協定（TRIM協定）第6粂（透明性の確保）：GATT第
10条の規定などにある通報義務、貿易関連投資措置（地域および地方の政
府及び機関がそれらの地域および地方においてとるものを含む）掲載出版
物の事務所への通報義務、情報提供要請に対する好意的な配慮、協議のた
めの横会提供など。
・サービス貿易協定（GATS協定）第3粂（透明性）：GATS協定運用に関
連し、影響を及ぼす措置の速やか、かつ、緊急の場合を除くほか、遅くと
も当該措置発効時までの公表義務。
・衛生植物検疫措置協定（SPS協定）第7粂（透明性の確保）：衛生植物検
疫措置について、情報提供と変更の通報義務。
・知的所有権の貿易関連側面に関する協定（TRP協定）第位条（透明性の
確保）：知的所有権の取得可能性、範囲、取得、行使および濫用の防止に
関する法令、司法上・行政上の決定の各国政府や権利者の知ることのでき
る方法による公表義務。
・政府調達協定（GPA協定）第17条（透明性）：落札の透明性を高めるため、
技術仕様の規定に従う契約の特定、調達の公示、調達過程において規定が
変更されないことなどの入札条件の明示（ただし、この協定は複数国間貿
易協定であって、中国は加盟していない）。
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これら以外にも公表義務や通報義務に関連する記述は多く散見される。
WTO加盟に伴い、中国はインターネットホームページや官報において積
極的に公表する努力をしているが、特に地方政府においては、いわゆる地方
封鎖主義ないし地方保護主義の壁があり透明性が確保されていない。非市場
経済国と透明性確保は何ら矛盾するものではなく、今後、WTOルールの統
一的な運用は強力に推進されて行くだろうが、多分に意識改革も必要であり、
とくに地方において十一・五計画期にどの程度達成されるかは不透明である。
2．自由貿易
①関税譲辞表
全譲許品呂（7151品目）の関税率を2（沿1年加盟時の13．6％から2010年1月
1日までには9．8％に引き下げ、うち農産品（977品目）は19．3％から15．0％
に、鉱工業品（617品目）は12．7％から8．9％に引き下げることになっている。
農産品の関税率がスケジュール終了時においても高く、保護貿易的であるよ
うに、品目により譲許関税率や引き下げスケジュールは異なる18－。十一・五
計画期間以前に引き下げスケジュールの大半は完了するが、自動車など一部
の品目は十一・五計画期間中にわたるものもある。
②数量制限
市場アクセスへの障害となる各種の非関税措置については不公平貿易の対
象となる。うち、中西部地域産品と競合する外国産晶に対する数量制限など
による市場参入への障害は、数量制限自体がWTOルールで禁止されており、
したがって協定違反であるし、中国は原則的にWTOルールに沿うことを約
束しており、市場メカニズムの導入を図っている。
（勤非関税措置
非関税措置には多くのものが含まれ、公正貿易とも関連が強い。輸入と輸
出に対する措置について言えば、輸入規則としては関税、原産地規則、関税
割当、数量制限、輸入許可、関税評価などがあるが、うち、輸入割当、輸入
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許可、公開入札については2005年までに撤廃し、自動車、化学及び電気製品
などについて残存するが、輸入を自由化することになっているく射。とくに、
自動車については、完成車等の輸入自由化を2（力5年に行い、移行期間中は輸
入割当（枠は初年度60億ドルから年率15％で拡大）とし、エンジン製造に関
しては加盟時に外資制限を撤廃している。輸出規則については、輸出許可制
度の対象品目を漸減させることになっている。
3．無差別原則
①最恵国待遇
無差別原則は最恵国待遇と内国民待遇からなるが、中国のGATT加盟は、
まさしくこの最恵国待遇を狙ったものであり、この権利は原則として満たさ
れる。ただし、多国間繊維協定（MFA）などの特別協定によるセーフガード
措置も2004年末に終了し、GATTの一般的ルールの従うことになるが、圧倒
的に比較優位にある中国の繊維・繊維製晶に対しては20㈱年末までの経過的
な特別セーフガードが創設されている。内陸部の綿花等はしばらく不利な状
況に置かれることになる。
（参内国民待遇
二重価格制皮を廃止し、国内の外国人および外国企業に提供される物品や
サービスの価格は中国企業よりも不利でない待遇を与えることになっている。
事実、すでに外国人に対する鉄道や宿泊サービスなどの差別料金は基本的に
無くなっている。中西部地域産品あるいは企業に対し政府補助金などの非価
格優遇措置による支援、あるいは減税・免税措置によって別途の低価格体系
を設定し、このことで需要を喚起させ国際競争力を向上させるような政策を
とった場合、あるいは、関税その他の政府介入によって外囲の競合製品価格
を高めに設定するような政策をとった場合、これらは内国民待遇や公正性の
規則に違反する。しかし国内租税に地域格差があったとしても、外国産晶や
企業に対する差別がなければ矛盾は生じない。内国民待遇は国内生産者のみ
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に対する補助金の交付を妨げるものではないが（1947年GATT第3条第8
項（b））、輸出補助金と国内産品優先使用補助金は加盟時に撤廃している。
4．公正・互恵貿易
（D貿易権と国家貿易
3年以内に中国所在の企業（外資を含む）すべてに貿易権を付与する（表
2の一部国家貿易品目を除く）ことになっている。
表2　国家貿易品目と価格統制品目
国家貿易品目
輸入：穀物（小安、米）、植物油、砂糖、タバコ、原油、製油、化学肥料、綿、ANNEX2Al
輸出：茶、米、トウモロコシ、大豆、タングステン鉱石、アンモニア製品、タングステン廠塩製品、
石炭、原油、製油、絹、無漂白絹、綿糸、綿布、アンチモン鉱石、酸化アンチモン、アンチ
モン製品、銀、天然ゴム、木材、合板、羊毛、アクリル、鉄鋼製品
価格寵倒品目
国定価格　　　　　：タバコ、食塩、天然ガス、医薬品
政府指標価格　　　：穀物（米、トウモロコシ、各種小麦、各毯大豆）、植物油、加工油、肥料、
繭、綿
公共料金　　　　　：（民生用）ガス、水道、電気、潅漑用水
公定価格サービス　：郵便・通信料金、（歴史的施設や自然保護区への）入園料、教育サービス
政府指桟価格サービス：運送サービス、（建築設計、法律、資産評価など）専門敏美サービス、問屋
サービス、銀行決済・清算・転送サービス、家賃、健康関連サービスなど
出所：httpン′／docsonlnewto．org／gen＿SeaChASp？seaTChmode＝SlmpleのDocumentsylTLbol：WT／L／432
による加盟議定書のうち、国家貿易晶目についてはANNEX2A2、価格統制品Eについては
ANNEX4PRODUCTSANDSETVICESSUBJECTTOPRICECONTROLSによる。
②価格統制
基本的に「価格統制を国内産業及びサービス提供者に対する保護を目的と
して用いない」ことを約束している価。基本的に計画経済期における国営企
業体制、公定価格制、および国家貿易などはWTOルールとは相容れず、
WTO加入申請時、あるいはそれ以前からWTOルールに沿うように経済機
構を大幅に改革した。表2の価格統制品目の多くは社会インフラや基礎的ニ
ーズに関わるものであるが、穀物や綿など西部地域における主要農産物も含
まれている。しかし、例えば、政府の食糧購入はその時点での市場価格で行
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い、備蓄からの売却価格はその時点での価格を下回らないものとし、食糧援
助のための政府購入については資金調達と運用について透明性のあるもとす
るなど、貧困問題や三農問題（農業の振興、農村の経済成長、農民の所得増
と負担減）を考慮した場合、しかるべく努力していると言えよう。
国有企業については、政府は国有企業の商業上の決定に影響を及ぼさず、
国有企業は商業上の考慮にのみ基づき購入することになっている。ただし、
より根本的な構造上の改革として、行政主管部門と法律執行部門の協力強化
と、政府部門の機能のバランス回復と分業の明確化をあげており、行政部門
のうち、収益性の部門は、政府行政部門から分離することが明示されている。
（釘補助金
WTO補助金及び相殺措置に関する協定では、輸出に対する補助金や国産
品優先使用に対する補助金は禁止されており（同協定第3条）、輸出に対す
る直接的な交付や外貨割当などの優遇措置などは、加盟時に撤廃された。直
接的な補助金から、例えば、優遇税制の実施などの間接的な補助金に転換す
ることになる。しかし、地域開発のための補助金はWTOも認めており（同
協定第8粂（b））、加盟議定書の補助金の項目では、貧困軽減のための財政補
助金（FⅢヾANCIALSUBSIDIESFORPOVERTYALLEVIATION）として、
計画委員会と財務省による1991年から現在までの直接的資金配分（1991年か
ら2∝）0年まで1036億元）と農業発展銀行による1994年から現在までの貧困軽
減貸付（3㈱億元）、および、貧困地域への優遇所得税措置（PREFERENTIAL
INCOME TAX TREATMENT TO ENTERPRISES IN POVERTY
STRICKENREGIONS）が明記されているrll）。優遇税制としては、1993年か
ら現在まで国税局と地方税務当局、法人税条項による所得減税・免税方式が
とられており、飛び地、貧困地域、少数民族居住地域、新規設置企業に3年
間所得が減税・免税されている。
④アンチ・ダンピング措置・相殺措置
中国を非市場経済国として扱う特例が加盟後15年間認められる（ダンピン
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グ判定に必要な正常価格の算定に、第3国の国内価格および生産コストを指
標として用いることが可能）0㌔
（りセーフガード
通商救済法としてのセーフガードはWTOでも一定の条件のもとで発動
でき、95年のWTO創設直後には減少したものの、近年また増加しつつあ
る。その中で、中国は2∝）3年までで発動は1件でしかないH3。これとは逆に、
他のWTO加盟国については、中国産品に対する輸入急増による市場撥乱
（marketdlSruption）を根拠とする「産品別経過的セーフガード
（TransitionalProducトSpeci丘cSafeguardMechanism）」が創設され、加盟
後12年間認めることになっている。さらに、繊維・繊維製晶に対する2008年
末までの経過的な特別セーフガードが創設されている‘1㌔
5．その他
①政府調達
政府調達は複数国間貿易協定であるので、シングル・アンダーティキング
が義務づけられていないが、透明性の確保と、外国からの調達の場合には最
恵国待遇を供与することになっている。とくに国産品の優先的購入は明確な
不公平貿易であるが、政府調達問題自体が現在のドーハ・ラウンドで、途上
国の事情により、懸案事項となっている。
⑦その他
物品の貿易に影響を及ぼす国内政策（輸出入税および課徴金、補助金を含
む産業政策、技術的障壁、衛生植物検査措置、貿易関連投資措置、国家貿易、
特別経済地域、農業政策、民間航空機貿易）、貿易関連知的所有権制度など
があるが。5ク、附属書の各怪協定のほぼ全てが国内制度と関連する。関税手数
料その他課徴金は1994年ガットとの整合性を確保することなど、国内制度と
WTOルールとの整合性の一部は約束しているが、多くの国内制度が西部大
開発に関連し、多くが約束されていない。しかし、例えば、アメリカの綿花
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補助金政策が2∝姓年4月にWTO紛争処理の上級委員会で敗訴したことに
より、国家貿易品目として補助している中国婦の生産を取り囲む状況は難し
くなりつつある。
Ⅳ　その他の重要な事項一市場秩序と市場アクセス
①サービス貿易
物品の貿易と異なり、一般的に、サービスについては「生産と消費の同時
性」という特性、すなわちサービス提供者がサービス消費者に直接的に働き
かけなければならず、したがって、提供者と消費者の何れかが相手国まで出
向くという特性がある。この形態として、GATS（サービス貿易協定）では、
サービス貿易を4つの態様に分類しているが、サービス貿易の拡大により海
外企業進出や人の移動が増加する。これらの企業や人の活動は多様かつ多面
的であり、扱いも質的・制度的なものであって、一般的に数億で約束できな
い部分が多い。約束表は分野横断的約束（horizontalcommmitments）と分
野別約束（sector－SpeCi五ccommitments）からなる。分野横断的約束では、
外資企業の設立や出資比率、土地所有、人の移動などについて若干の措置や
法整備について約束しているが、加盟前からの変化は少ない。また、分野別
約束は、基本的に、市場アクセスと内国民待遇に関して自由化の制限措置を
明示しているが、すべての分野をカバーするものではない。
いずれにしても、サービス貿易の約束表の中に西部大開発だけに大きく関
連する固有の約束はなく、強いて言えば、運輸サービスや観光サービスが比
較的大きく関わる。鉄道貨物運送・道路貨物運送の外資比率が49％を超えな
い合弁のみを認めるが、鉄道貨物運送については6年以内、道路貨物運送に
ついては3年以内に外資制限を撤廃することとなる。同様にホテル・レスト
ランについては4年以内に、旅行代理店については6年以内に外資制限や営
業地の地理的制限が撤廃される。サービスに関する主な部門における約束を
要約すると、流通部門は加盟後3～5年以内に外資出店展開に関する地理的
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制限、店舗数、出資制限を段階的に廃止する。電気通信は、外資制限を段階
的に媛和し、2～6年以内に地理的制限を段階的に廃止する。金融は加盟時
に外貨取引の地理的制限を廃止し、人民元取引は5年以内に地理的制限を段
階的に廃止し、2年以内に外国銀行と中国企業の間の人民元取引を容認し、
5年以内に中国人個人顧客の取引も容認する。保険は、段階的に緩和する
（加盟時の出資制限は生命保険で50％、損害保険等の非生命保険で51％とな
っているが、これを加盟後2年以内に撤廃し、地理的制限については3年以
内に廃止する）。建設は3年以内に外資制限を廃止する。このように、概ね
6年以内に多くの部門で持ち株比率や地理的制限などの外資制限が撤廃され
るり㌔
また、2∝）1年12月に発表した国家計画委貝会の「“十五’’期陶加快友展服
舟並若干政策措施的意見」によれば、十・五計画期間中にサービス業を発展
させ、2000年から2（泊5年にはGDPに占める比率を3よ2％から36％に、従業
員の占める比率を27．5％から3％に引き上げる（新たな累計就業人数は45∝）
万人増）計画を持っている071。サービス業を強化し国際兢争力を高めるため
の政策措置として、「交通運輸、商業貿易、飲食、交易事業。農業サービス
など産業について改組改革を推進し、連鎖経営、特許経営、物流配送、代理
制、複式一貫輸送、電子商取引などの組織形態とサービス方式を発展させ、
サービスの質と経常利益を高める。積極的に不動産、管理業務、旅行、コミ
ュニティ・サービス、教育、文化、スポーツなど潜在需要の大きい業界を発
展させ、新しい経済成長核を形成する。情報、金融、保険、および、会計、
コンサルティング、法律サービス、科学技術サービスなどの伸介サービス業
を発展させ、サービス水準と技術水準を高め、サービス産業の構造と経済構
造を改善する。WTO加盟という新しいチャンスを捉え、積極的にサービス
産業の対外開放を拡大する。これにより、サービス産業の管理体制、企業構
造、組織形態を向上させ、サービスの多様化を進め、先進サービス技術の向
上とレベルアップを図り、サービス業の比較優位を形成し、国際競争力を高
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め、サービス貿易赤字を減少させる」H8。このように、法的整備、市場秩序、
収益性部門の行政部門からの分離、各種サービス業の強化と国際化など、少
なくとも姿勢としては、WTO加盟への対応は多面的に急速に進んでいる。
③知的財産権
TRIPS協定を遵守した知的財産権保護に関する法体系の整備及び運用が
要求される。これについては、市場経済秩序に関して、「国舟院夫子整頓和
親花市場径済秩序的決定」で次のように具体的に指示している価。経萌の正
常な運行は社会主義市場経済体制にも重要であり、密輸、脱税、税のごまか
し、外貨交換詐欺、劣悪コピー商品など、あるいは、商業上の詐欺、債務逃
れ、不正入札、手抜き工事などは国家の信用と改革開放のイメージを傷つけ
る。対外開放の重要時期であり、競争力を向上させ、法制の整備が必要であ
る。また、十・五計画期における市場経済秩序整備計画として次のものをあ
げている。これらは十一・五計画期においても引き続き推進されよう。
・違法犯罪へ打撃（劣悪コピー商品、脱税、税のごまかし、外貨交換詐欺、
密輸、偽札、偽造、領収書空発行など）
・建築市場の整備
・金融秩序の整備（不法金融機関の取り締まり、債務逃れなどへの追求）
・厳粛な財政経済規律（重大投資項目などに対する資金・品質の監査。小金
庫（自由に使える資金）、あるいは、偽造の会計証明書や財務会計報告書
などの追放）
・伸介機構市場の整備（偽造評価などの追放）
・文化と旅遊市場の整備（ポルノ、ゲーム、歌舞娯楽、および、ネットカフ
ェ経営などの監督）
・地区封鎖や部門・業界独占の排除（国家機関、独占性業界と共同企業によ
る公平な競争の妨害に対する行政機関の調査・処分）
・安全生産管理と安全監察の強化
③貿易関連投資措置
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WTOでは貿易に関連する投資措置（TRIMs）のみを規定している。WTO
加盟により、投資許可にあたり、ロープりレコンテント、輸出、技術移転など
の要請や成果要件を課さないようになった。WTO加盟後に中国は基本的に
TRIMs要求について行っていない。TRIM協定での内国民待遇と透明性の
確保のうち、透明性の確保のみが明白でないという状況である。
また、中国では外資による投資は奨励業種、許可業種、制限業種、禁止業
種のうちの前3業種までに制限されているが、概して、自動車エンジンや卸
・小売業など奨励業種が増加し、制限業種が減少している。（禁止業種は31
業種から洪業種と若干増加した）く㌔
④自然環境・労働環境
持続的成長や地球規模環境開巻への国際協力の必要性が認識されるに従い、
1994年マラケシュ閣僚会合で貿易と環境に関する委員会（bmmitteeon
TradeandEnvironment：CTE）が設置され、環境に関連する貿易ルールが
検討されたが、96年第1回WTO閣僚会議（シンガポール）では結論が出ず、
2001年の第4回閣僚会議（ドーハ）で、2（泊5年1月までに交渉をとりまとめ
ることになった。有害廃棄物の国境を越える移動および処分の規制に関する
バーゼル条約、あるいは遺伝子組み換え生物の輸出入の規制に関するカルタ
ヘナ議定書などの多国間環境協定（MultilateralEnvironmentalAgreements；
MEAs）に基づく輸出入規制とWTOルールとの整合性について、CTEは
国連環境計画やMEAs事務局などと連携しながら検討している。
問題は、環境規制水準の違いが貿易障壁となることや、環境を理由とする
先進国の保護主義化を途上国が警戒しており、WTO協定に環境保護措置を
明記するか、MEAs上に義務やそのための貿易措置を明示するかが議論され
ている。例えば、一般的に先進国が主張しているように、環境コストが安い
途上国の製品は価格兢争力上で有利とし、また、労働基準問題として、先進
国は労働基準の基本的人権を主張し、劣悪な労働時間が生産コストを低下さ
せ、国際価格競争上有利であるとしている。つまり、先進国は環境問題では
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国際標準を設定しようとし、また、労働基準を設けようとしている。これに
対して、途上国は、発展権と生存権を主張し、労働は生産要素コストの一つ
であり、この低賃金こそが、発展のための手段だと主張する。さらに、自由
な競争政策に対して反対している。
次に、WTOの貿易の技術的障壁に関する協定（T王3T協定）では、国内規
制・基準が貿易の制限を意回してはならず、また、環境保護のような特定月
的のために独自の規制を実施できるが、その場合でも規制しなかった場合の
環境破壊と過度の規制による貿易阻害の両方の影響を考慮すべきであるとし
ている。つまり、環境保護に一定の理解を示しているものの、環境保護を目
的とした規制や基準が、結果として貿易障壁となることの警戒に力点が置か
れている。
中国では、退耕運林運筆に補助金も含めて積極的に推進しており、戸籍制
度の横和により労働の流動化を図り、教育支援と人材育成支援、東部地区か
らの技術者などの移入に優遇策を含めた推進策を採用している。また、各種
優遇政策が廃止されている（21つ。しかしながら、全般的には、企業の直接的な
環境対応負担水準が低く、他方で公的な環境対策費や人材育成などの補助金
（ともにWTO補助金及び相殺措置に関する協定では認められている）が多
く、低賃金と併わせて、国際競争力で有利に働いている。
なお、相殺措置協定においては、環境への補助金はグリーン補助金として
相殺措置対象外としている。また、拡大生産者責任（生産者による回収・リ
サイクル）問題なども今後中国は検討していかなければならない。
Ⅴ　西部大関発の現状
1．西部大開発の成果
西部大開発地域の国内総生産額の対全国割合、社会固定資産投資額の対全
国割合、および、一人あたり国内総生産額の対全国比は、それぞれ、1991年
から95年に20％から17．9％、17．9％から15．2％、および71％から糾％に減少
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表3　西部大開発地域（および東北3省）の経済的成果
年　　　　　制3　　2〔沿2
国内総生産額（億元、％）　　　　　全国
対全国割合
一人あたり国内総生産額（元、％）　全回
対全国比
社会固定資産投資額（億元、％）　　全回
対全国割合
輸出入商品恩領（億米ドル、％）　　全国
対全国割合
国内線生産成長率（％）　　　　　　全国
西部大開発地域
直接投資増加率（％）　　　　　　全国
政府大開発地域
東北3省
? ? ? ? ? ? 。 ? 。?????‥㍉???????? ???????????? 。 ?
出所：国井院西部地区牙弁償等小娘か公望ホームページ（httpン′／www．cb皿aWeSLgov．cnノ
chmese／asp／starLasp？ldここg）
（注1）国務院西部地区開発指導グループ事務室が国家信息中心中姿関根据国家統計局r中国統
計年鑑」（西部各地区社会固定資産投資額は（中国固定資戸投資兢汁年魔）（19弧－1部の）より
整理した原データ（名巨億）を、筆者が集計し、対全国割合などを計算した。なお、2∝）3年デー
タはr中国統計年鑑（2㈲4年版）jによる。2働年版のⅩ拍3年全国国内総生産データは各地区集
計値と一致しないが、ここでは全回国内総生産額を用いた。また、輸出入商品総額は経営単位所
在地分類による。
（注2）西部大開発地域には、本文注1の12省・自治区・市が含まれる。
（注3）原データでは1996年以前（輸出入については97年以前）の資料については四川省から重
度市が分離されていないが、分離上の問題であって、集計計算に影響は受けない。
している。この1995年を最低に、以後は概ね上昇しており、上記の指標に関
しては、表3にあるように、西部大開発計画がスタートした2（Xカ年に、それ
ぞれ、18．9％、18．6％、68％となっている。つまり、全国平均よりも西部大
開発地域の伸び率は高く、正確には小康水準に達したとされた後の21世紀で
はなく、1996年から、例えば、社会固定資産投資などが増加している。そし
て、2α迫年には、前記指標は、19．6％、19．9％、69％へとさらに上昇してい
る。インフラ建設投資は生産効果が現れるのに長期を要し、短期的には需要
効果が主となる。2（氾3年の西部大開発地域社会固定資産投資額と西部大開発
地域国内総生産額の対全国シェアはほぼ同じになっているが、このことは需
要効果だけでも比較的パフォーマンスが良いことを示している。しかしなが
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ら、輸出入商品総額の対全国割合は、92年の4．2％、95年の5．1％に対して、
表3にあるように、2㈱年で3．6％、2（沿3年で3．3％と、むしろ低下している。
沿海地域の外資企業を中心に貿易が急拡大しているからであるが、同時に、
西部大開発地域での投資の生産効果がまだあまり現れておらず、輸出入産業
がさほど伸びていないと判断できよう。
西部大開発地域の2（氾2年、2（沿3年、2∝通年上期の工業増加値（工業生産所
得）は、4374億元、盟61億元、3178億元であり、それぞれの前期比増加率は
13．3％、17．2％、22．0％となり、近年になるほど成長率は高まっている。同
様に、2（沿2年、2∝）3年、2㈲4年上期の固定資産投資額は6832億元、8941億元、
4461億元となっており、それぞれの前期比増加率は22．4％、30．7％、37．1％
となっている。これも同様に、近年になるほど増加している。また、2∝）2年、
2の3年、2∝姥年上期の輸出総額は、11780億ドル、16251億ドル、8472億ドル
であり、それぞれの前期比増加率は30．2％、37．9％、30．1％である。同様に、
2α沼年、2∝椙年、2㈱4年上期の輸入総額は8830億ドル、11685億ドル、8040
億ドルとなっており、それぞれの前期比増加率は13．4％、32．4％、43．2％と
なっており、増加傾向にある。近年の西部大開発地城の成果は、以下のよう
になっているく21。
（92（泊2年の成果
国内総生産は昨年比9．9％増であり、国家統計局公表全国平均の8％より
高い。工業生産は昨年比で13．3％増となっており、依然として東部地域（11
省市）平均の15．7％、中部地区（8省）平均の14．5％より低い。固定資産投
資は同時期比22．4％増で、東部地域の16．1％、中部地区の18％、全国平均の
17．4％より高い。商品輸出入貿易総額は昨年比22．4％増で、全国平均21．8％
より高い。輸入総額については13．4％増で、全回平均21．3％より低く、輸出
総額については30．2％増で、引き続き加速しており、全国平均22．3％より高
い。輸出入増加は不釣り合いで、新撃と四川の輸出は95．8％と71．4％を達成
して、それぞれ全国の第1と第2位となっている。工業生産と輸入は全国平
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均より低いが、固定資産投資、輸出、国内総生産は全国平均より高い。少な
くとも、経済格差拡大は防がれていると言えよう。
②2（沿3年の成果
工業生産については、同時期と比べて17．2％増で、前年より商いが依然と
して東部地域の21．7％より低く、中部地区の17．9％と同程度である。固定資
産投資は前年より30．7％増で東部より3％低く、中部より0．9ポイント高く
なっている。そのうち、基本建設への投資が同時期と比べて30．6％増であり、
中部地区の25．6％より高いが、東部地域の41．8％増より低い。輸出入貿易額
は前期比35．6％増で、輸出総額は37．9％増で東部地区の34．7％、中部地区の
30．5％を上回っている。利用外資企業直接投資は38．7％増であるが、実際利
用外資企業直接投資は17．か億ドルだけであり、前年比14．1％下降している。
2∝〉2年と2∝）3年の外資企業直接投資は省市分の全国合計で、それぞれ
弱1．6億ドルと茄3．3億ドルとほほ同水準である。また、最大の外資受入省の
広東は－31％であるが、北京が27％、河北が23％、上海が28％、漸江が62％、
山東が27％などなっている。また、西部大開発地域では、20．1億ドルから
17．2億ドルと減少し、重慶が33％増であるものの、西部大開発地域全体とし
て－14％となっている。東北3省についても、同様に、40．1億ドルから33．4
億ドルへー17％の減少となっている。つまり、結果的に沿海省内の中部に資
本の受入が移動している。
③2∝睦年上期の成果
工業増加値は同時期比22％増であるが、東部地域（11省市）の3，8％より
低い。固定資産投資は同時期比37．1％増で、依然として東部地域の8．3ポイ
ント、中部地区（8省）の2．1ポイントより高い。なお、地方財政歳入は同
時期比20．8％増で、東部地域の22．8％、中部地区の25．8より低く引き続き下
落している。そのうち、内モンゴル、チベットの財政収入はそれぞれ38．8％
と33．6％ポイント増で、それぞれ全国の第2、第3位に位置する。輸出入貿
易総額は累計で同時期此36．1％増であり、輸出は同時期比30．1％増で、全国
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平均水準より4．6ポイント低い。輸入は同時期比43．2％増、全国平均水準よ
り0．6ポイント高い。
各省の構成都合は表4のようになっている。各地区の割合を見ると、工業
増加値では内モンゴル、四川などの構成割合が上昇しており、成果があがっ
ているが、量産、雲南、甘粛、新経などで低くなっている。固定資産投資で
は、内モンゴル、重慶、広西などで上昇しているが、新意、貴州、甘粛など
で低下している。概して、固定資産投資の構成割合が高くなっている地域、
つまり伸び率が高い地域では工業増加値の伸び率も高いが、輸入増や輸出増
との関連はあまり無い。
表4　工業増加値、固定資産投資および輸出入総額の各地区構成割合
（単位：％）
工 業 増 加 値 固 定 資 産 投 資 輸 出 総 額 輸 入 総 額
慧 2∝ 8 m 2 慧 2棚 卸 2 慧 邪 2∝ 妃 慧 瓢 3 2∝ 妃
量 産 8．2　　 8．9　 9．1 11．6　 10 ．8　 10．8 10．6　　 9．8　　 9．3 10．2　　 8．6　　 7．9
四 川 22．2　 21．6　 20．9 20．9　 20 ．0　 20．6 20．3　 19．8　 23 ．0 18．2　 20．8　 19．9
貴 州 6．0　　 6．2　　 6．2 6．4　　 7．3　　 7．7 4．2　　 3．6　　 3．7 4．3　　 3．4　　 2．8
雲 南 13．2　 13．4　 14．4 9．1　 8 ．7　 9．0 10．8　 10．3　 12．1 9．4　　 8．5　　 9．1
チ ベ ッ ト 0．2　　 0．2　　 0．2 1．0　 1．5　 1．6 0．5　　 0．8　　 0．7 0．7　 0．3　 0．6
陳 酉 12．4　 12．4　 12．1 11．7　 11．3　 11．0 11．7　 10．7　 11．7 7．4　　 9．0　　 9．6
甘 粛 7．4　　 7．3　　 7．8 5．8　　 6．0　 6．6 5．0　　 5．4　　 4 ．7 4．3　　 3．9　 3．7
青 海 1．8　 1．8　 1．8 2．6　　 2．5　　 3．0 1．8　 1．7　 1．3 0．6　　 0．6　 0．6
率 夏 2．0　　 2．0　 2．1 2．3　　 2．8　　 2．5 3．5　　 3．2　　 2．8 1．3　 1．2　 1．2
新 濯 8．2　　 8．6　 8．5 7．2　　 9．3　 10．2 13．6　 15．6　 11．1 18．8　 19．1 15．6
内 モ ン ゴ ル 9 ．8　　 9．5　 8．4 11．9　 11．8　　 9．0 6．4　　 7．1　 6．9 13．9　 14．3　 18．5
広 西 8．6　　 8．2　　 8．4 9．5　　 8．0　 7．9 11．6　 12．1 12 ．8 10．8　 10．4　 10．4
出所：国昇院西部地区牙麦領等小姐亦公室（http：／／www．chlnaWeSt，gOVCn／chlneSe／jianbao／jb
htm）の資料から各地区の割合を計算した。
国務院西部地区開発領導小組弁公室の統計によると、2∝I3年に西部大開発
地域では76件のインフラ重点プロジェクトが着工し、総投資額は3635億元で、
年末までの累計投資額は2∝格億元（総投資額の55．2％）となっている。「音
蔵鉄道建設」、「西気東輪」、「西電東送」などの重大プロジェクト建設は腸調
に進んでいる。青蔵鉄道全線は32件の重点・難点プロジェクトがあり、現在、
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そのうち21件が基本的に完了している。また、新涯・上海間の天然ガスパイ
プライン（総延長距離42（氾血、総建設費1400億元、年間供給量約120億立方
㍍）が2（X姑年10月1日に全面開通し試験供給を始め、2005年1月1日から商
業ベースの供給が予定されている胤。農相地域では、2∝旭年末までに、西部
地域の11（泊の県レベル単位所在地で、アスファルトまたはコンクリート道路
を開通させる見通しとなっている。その建設規模は約2．6万キロメートル、
総投資は310億元となる。同様に農村への電力供給やテレビ放送も実現する
見通しとなっている。また、西部地域における生態及び環境保護については、
2003年までに、耕地を林に戻した面積は1．08億ムー、造林面積は1．2億ムー
（約18万ha）となっており、20例年には、牧場を草原に戻す試験プロジェク
トも開始されている。
中国国務院開発弁公室と国家発展改革委員会は、「20糾年度の西部開発の
新規着工の重点プロジェクトは10件に達し、投資縁顔は約8㈲億元というこ
とを明らかにしている。この10件のプロジェクトは西部幹線道路、洛湛鉄道
南部区間と大理＝麗江鉄道、西部ローカル線空港、院京二線ガス輸送パイプ
ラインプロジェクト、貴州盤南発電所など「酉電東送」プロジェクト、西部
地域の重点炭坑プロジェクト、西部地域の農村インフラ建設、西部地域の特
色産業発展プロジェクト、西部地域の9年義務教育の基本普及、青壮年非識
字者一掃、西部地域の農村保健施設の整備である」くれ’。
このように近年の西部大開発地域の経済的成果は順調に伸展しているが、
他地域との比較では必ずしも最高水準でなく、経済格差の縮小という点では
目的が順調に達成されているわけではない。これは西部大開発地城の経済的
成果が低いというよりも、沿海諸省のとくにその中の中部地域での経済成長
が著しいことによるものでもある。
2．西部大開発地域経済の構造変化
表5は産業構造に関する指標について全因と比較したものである。西部大
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表5　2（氾3年の西部大開発地域と東北3省の産業構造
全国　　西部地境　　東北3省
（産業構成）対全国割合　対全国割合
???????????
国内総生産額（値元、％）
第一次産業
第二次産業
工業
第三次産業
一人あたり国内線生産額（元、％）
社会固定資産投資額（億元、％）
輸出入商品総領（億ドル、％）
輸出額（憶ドル、％）
輸入額（億ドル、％）
実際利用外資企乗
直接投資（憶ドル、％）
????????????????????????．? ????????? ?????????????????????????????????
出所：r中国統計年鑑（2臓年版）」。2腑年版の2⑩3年全国国内線生産データは各地区集計値と一致
しないが、ここでは全国国内総生産親を用いた。
（注）輸出入額は経営単位所在地分類による。
開発地域の第一次産業は農業や鉱業の比率が高いことを反映して約5％高く
なっており、全国に占める割合も約4分の1となっている。これらの数億は
農業の生産性の低さや農産品買付価格の抑制も反映されており（前出の表1
にあるように2∝I3年ついては農産品買付価格が若干好転していてもこのよう
な数値となる）、農業部門は非常に脆弱である。さらに、第二次産業の生産
構成割合は全国よりも約10％低く、特に工業についてはそれ以上に低く、西
部大開発地域全体の経済の脆弱性をこれらの数値は表している。
西部大開発地域の国内総生産は着実に増大し、全国に占める比率が高まる
など全国平均以上のパフォーマンスを達成してきたが、2仰3年以降は悪化し
つつある。これは、社会固定資産投資額は全回平均程度でしかなく、外資の
受入実績はむしろ悪化しており（前出の表3参照）、沿海諸省内中部の成長
が著しいことにより相対的には悪化していることによる。依然として一人あ
たり国内総生産は全国平均の約70％でしかない。
産業構造として、輸出入総額の対全国比率は国内総生産と比較して圧倒的
に少ない。新塵や内モンゴルは国境貿易があるので比較的多いが、他の省は
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3％台程度である。同様に、実際利用外資企業直接投資も3％弱でしかなく、
西部大開発地域経済の国際化は大幅に遅れている。
前出の表3にあるように、直接投資は省区市分の合計で、20伽年から01年
に全国で15％も増加しているが、西部大開発地域合計で3．8％の増加でしか
ない。同様のことが2（氾1年から02年についても言え、さらに、2㈱2年から03
年についても弘1．6億ドルから弘3．3億ドルへと0．9％の増加でしかなく、概
ね同水準となっている。長大の外資受入の広東は－31％であるが、北京が27
％、河北が23％、上海が28％、斬江が62％、山東が27％などと、結果的には、
沿海省中部に資本の受入が移転し、これらの地域全体としては同水準であっ
た。しかし、西部大開発地域について言えば、20．1位ドルから17．2億ドルと
減少し、垂慶が33％増であるものの、西部大開発地域全体として－14％とな
っている。東北3省についても、同様に、40．1億ドルから33．4億ドルへ－17％
の減少となっている。貿易の重要な担い手が外資企業であることを考えると
（2002年度の全国貿易総額の約盟％は外資企業によるものであり、2003年に
はさらに約55％にまで上昇している）、貿易総額の少なさは外資直接投資の
少なさにも起因する。したがって、民間産業で外資企業受入のための外国企
業における投資を誘致する努力が必要である。新たに改定された「中西部地
域外資企業優位産業目録」は、外資の導入と西部大開発戦略の実施とを結び
付けることを強調しているが、西部への外資導入は全国に比べ、常に大幅な
低水準にある。また、2003年には、外資の直接投資は大きく減少すらしてい
る。
中西部地域の開放拡大支持を具現化するため、国務院の認可を経て2∝姓年
7月23日に、国家発展改革委貞会と商務部が共同で「中西部地域外国投資優
位産業リスト」（2∝汰年改正版）を公布し、2∝国年9月1EIから施行するこ
とになった胤。この新リストの発効により、20的年公布の旧リストは執行を
停止する。改正活動は2年間かかり、次の4つの原則に従って行われる。（1）
比較優位の原則：中西部地域の豊かな特定資源と特色をもつ製品、合弁、合
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作の基礎が比較的良い優位産業、優位企業を組み入れる。（2）即効性の原
則：国の産業指導方針に合致し、外資導入の意向がある重点プロジェクトと
企業を重点的にサポートし、優遇政策を実行する。（3）資源節約と環境保
護、および低レベル重複建設防止の原則。（4）開放拡大の原則。
これらの項目はいずれも「外国投資産業指導リスト」（国家発展計画委員
会と国家経済貿易委員会、対外貿易経済合作部による第21号令、2抑2年3月
公布、2002年4月1日施行）l器，の中に組み入れられている許可・制限類の項
目（出入国自動車運輸会社、水上運輸会社、鉄道貨物運輸会社、電信会社、
流通関係（商品取引、直接販売、通信販売、ネット販売、フランチャイズ経
営、委託経営、販売代理、商業管理等の各種商業企業、及び穀物、綿、植物
油、砂糖、薬品、タバコ、自動車、原油、農業生産材科の卸売・小売・物流
配送：図書、新臥定期刊行物の卸売・小売業務：精製油の卸売、ガソリン
スタンドの建設・経営）、オーディオビデオ製品（映画を除く）の代理販売、
貨物リース会社、代理会社、保険会社、証券会社、証券投資基金管理会社、
保険伸介会社、輸出入商品検査・鑑定・認証会社）であり、奨励類の項目
（石油、天然ガスのリスク探査、開発、低浸透油田、ガス田の開発、物質探
査、ポーリング、検層、地下作業など石油探査開発新技術の開発と応用、自
動車、オートバイの完成品製造、定期、不定期の国際海上運輸業務、国際コ
ンテナの連結輸送、陸上貨物運輸会社、一般商品の卸売、小売、物流配送、
会計、監査）を大幅に増やし、開放拡大方針ならびにWTO加盟時の約束表
と矛盾しない。「新r中西部地域外国投資優位産業リス日には合わせて具
体的な条目が267条も組み入れられており、主に特有鉱産物資源の開発、耕
地の樹林や草地への還原及び食櫨、特色をもつ動植物の高度加工、地方の優
位産業の発展加速、社会サービス業界の開放拡大という四つの分野に及んで
いる」く㌘I。
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Ⅵ　十一・五計画に対する基本姿勢
1．十一・五計画の経済圏構想
従来より、いくつかの五力年計画では経済計画を策定する前提として地域
区分がなされ、それぞれの五力年計画が解決すべき諸問題と将来の構想が反
映されている。2006年から始まる十一・五計画でも基本的な性格付けが反映
された地域区分となっている。匡l務院発展研究センター発展戦略区域経済研
究部は、中国の十一・五計画における区域発展の構想と筋道は2∝姥年中に確
定する見込みで、その政策制定の基礎は、東中西の3区域に分けるという以
前の粗削りな区分方法を改め、「8大経済区」とすることを明らかにしてい
る助。8大経済区はそれぞれ次の通りである。
表6　十一・五計画における8大経済区
（∋南部沿海地区：広東、福建、海南
（診東部沿海地区：上海、江蘇、析江
（診北部沿海地区：山東、河北、北京、天津
（り東北地区：遼寧、書林、黒竜江
（診長江中流地区：湖南、湖北、江西、安徽
（り策河中流地区：快酉、河南、山西、内モンゴル
（9西南地区：広西、雲南、費州、四川、宜慶
くり西北地区：甘粛、青海、寧夏、チベット、新涯
出所：国務院発展研究センター発展戦略区域経済研究部［26］。
以前からの経済区の区分けとして、例えば、1950年代の7大協作区、前述
の三大地域区分、国家計画委貝会の九大都市圏構想、あるいは表7のような
国務院発展研究センターによる7大経済区分などがある。そして、西部大開
発計画前の1996年3月に第8期全人代第4回会議で採択された「国民経済と
社会発展のための第9次5カ年計画と2010年長期目標要綱」による表8のよ
うな7大経済圏構想もある。表7の国務院発展研究センターの7大経済区分
は沿海3地域、内陸3地域、および長江中流域という地理的区分に近く、沿
海の経済発展を強く念頭に置いている。表8の「国民経済と社会発展のため
の第9次5カ年計画と2010年長期目標要綱」は、遼寧省から広東省までの沿
海地区と長江沿岸地区を、長江デルタを結節点として結びつけるT字型開発
－202－
（86）
表7　国務院発展研究センター区分
①南部沿海地域：福建、広東、広西、海南
（∋中部沿海地境：江蘇、新江、上海
（釘北部沿海地境：遼寧、河北、山東、北京、天津
①長江中流域：河南、安徹、江西、湖北、湖南
⑤中北部地位：黒竜江、書林、山西、内モンJJレ
⑥西南地域：塞座、四川、費用、雲南、チベット
⑦西北地域：駅西、甘粛、青海、寧夏、新荘
出所：黒岩達也・藤田法子［4］332－333ページ。
表8　回民経済と社会発展第9次5カ年計画と2010年長期目標要綱
による7大経済圏構想
（∋長江デルタと長江沿岸地区：長江デルタ14都市＋長江沿海14都市
②環勅港地区：河北、遼寧、山東、山西、内モンゴル、北京、天津
③東南沿海地区：広東、福建
④西南と華南の一部省区：四川、貴州、宴席、広西、海南、チベット、広東西部
⑤東北地区：遼寧、書林、黒竜江、内モンゴル東部
⑥中部5省地区：河南、湖北、湖南、安徹、江西
（訂酉北地区：険酉、甘粛、寧夏、青海、新癒、内モンゴル西部
出所：牧野松代【9］、215ページ（原出所：三菱総合研究所編r中国情報ハンドブックJ（1998年
版））、および、加藤弘之【2］、39－42ページ。
戦略が中核となっている。「国民経済と社会発展のための第9次5カ年計画
と2010年長期目標要綱」の方がより強く長江沿岸を開発軸として内陸部に繋
げるという特徴をもつが、このことの違いを除くと、両者は、広西、海南、
山西の区分など若干の違いがあるのみである。
表6で、①から④までは沿海地域であり、南から北に向かって、珠江、長
江デルタ、環勅港経済圏、東北地域となる。概ね、⑤と⑥が中部地域、⑦と
⑧が西部地域であり、⑦と⑧、および⑥の一部が西部大開発対象地域である。
④の東北地境は東北振興対象地域に対応する。上述の7大経済区分から見た
表6の十一・五計画の8大経済区の特徴的な変化は次のようになる。（i）
東北3省がより明確に一つの経済区になり遼寧が城外関係の中心に位置づけ
られている。（ii）黄河中流域として、陳西、河南、山西、内モンゴルが一
つの経済区として分離されている。この中部地域の一帯は、T字型開発戦略
から汀字型開発戦略へ開発軸が1軸増え場合の新開発軸に対応する地域であ
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りCal、この開発軌こよりその周辺や内モンゴル内陸部にむけて開発を促進す
る戦略をとることを意味する。（iii）チベットが四川との従来からの繋がり
に加え、西北地区との結びつきを強めている。これは現在西部大開発計画の
中の音蔵鉄道（青海のゴルムド～チベットのラサ間）、道路、パイプライン、
水利などの重点的インフラ建設による内陸部の南北連関関係強化を意味する。
そして、四川は、より強く西南地域との連関を強めることになる。（iv）長
江流域が東部沿海と長江中流域に分割され、従来の西北地域が、より強く黄
河中流域と酉北地区に分割されている。つまり、黄河中流域と長江中流域と
いう所得水準の低い地域が明確に分割されている。この地域では産業連関が
弱く、外部からの支援による三農問題の解決が必要であるが、解決に本格的
に取り組む意志があることの表明とも受け取れる。
国務院で批准された「‘‘十五”西部升失点体娩剣」では4つの重点発展経
済帯を設けている伽1。これらは、西部大開発戦略を「点を結んで線とし、点
を面とする（以銭串点，以点背面）」「貞一軸システム」理論をもととし、次
のようになっている。
（1）西龍海蘭新線経済帯：西安、蘭州、ウルムチ、77ホト、銀川、西牢
が中心的機能を持ち、欧亜大陸橋に沿う龍海蘭新鉄道や、連票港から雇布果
期までの道路で結ぶ。険酉関中地区、甘粛蘭州白銀経済区、新涯天山北被経
済区、庫布勒地区、寧夏沿貴地区、青海東部、格疎木地区、内蒙古河奮地区
が含まれる。資源、有色金属、石油化工、観光、特色ある農産品業、食品、
医薬業、西電東送、西気東輪を開発する。
（2）長江上流経済帯：重慶と成都が中心的機能を果たし、沿長江黄金水道、
長江航道、上海から戌都までの道路、沿江鉄道などで結ぶ。川漁地区、成漁
地区、琴（枝花）成（都）棉（陽）地区、長江三狭地区が含まれる。商業貿
易、金融、情報関連稔合サービス、中国医薬、生物製薬、観光業を開発する。
（3）南（寧）貴（陽）昆（明）経済区：商事、貴陽、昆明が中心的機能を
果たし、西南出海通道、南昆明鉄道、重慶から湛江までの道路で結ぶ。漠賢
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桂地区。広西南（寧）北（海）欽（州）防（城）地区、貴州貴陽近隣地区、
雲南昆明近隣地区が含まれ、華南地区により東南アジア地域との接続を図る。
商業貿易、観光業、機械、電子、航空工業、有色金属、磯鉱石、石炭、水力
東輸、亜熱帯生物資源を開発する。
（4）チベット新歪など少数民族地区：内蒙古、寧夏、広西、および西部
のその他の少数民族地区も含まれる。辺境貿易、中央アジア地域との経済貿
易協力、新涯生産建設兵団の開発に重点を置く。牧区建設、民族特需商品生
産も開発する。
また、この「“十五’’西部牙友思体規則」に基づき国昇院西部地区升笈領
専小包か公室から委託研究されたF中国西部升笈重点区域規則前期研究』で
は酌、「点」となる都市に等級を設け、一級中心都市として童慶、成都、西
安、二級都市として昆明、蘭州、ウルムチなどのように設定し、「軸」とな
る種済圏としても1，2級の等級を設け、4つの重点発展一級経済帯として、
前述の経済帯と対応するように、（1）酉龍海一蘭新線経済帯、（2）長江上
流成漁経済帯、（3）南貴昆経済区、（4）呼包一包蘭一蘭青線経済帯を設け
て西部地区開発目標と全国発展とを一致させ、2級経済帯として（1）川緊
沿線経済帯（重慶から貴陽を経由して海まで抜ける地域）、（2）広西西江経
済帯（柳川から梧州までの地域で南貴昆経済区と結ぶ）、（3）昆明一瑞麗経
済帯（ミャンマー経由インド洋と結ぶ地帯）、（4）チベット「一江両河」経
済帯（ラサを中心とする地域）、を設定している。
全国的に見た場合、有力な産業センターは珠江デルタ（広州、深別、東莞、
珠海、仏山、江門などを中心とする通信、家電、IT産業）、長江デルタ（上
海、江蘇省（南通、揚州、秦州、南京、蘇州、無錫、常州、鎮江の8都市）、
斬江省（杭州、寧波、素輿、湖州、紹輿、舟山の6都市）などを中心とし、
全国GDPの24％を占める）、環勅海湾（北京、天津、山東省、遼寧省、河北
省を中心とする重工業）であり、長江デルタに広東省を加えるだけで、2α迫
年で全国GDPの36％、全国固定資産投資の31％、輸出総額の69％、外資導
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人の実際使用額で80％に達している。これらの地域は、環境問題や各種の混
雑現象による経済効率の悪化、および賃金の高騰があるが、賃金高騰と並行
的な購買力の上昇、外資の吸引力、および産業集積効果により引き続き順調
に発展すると考えて良い。これらの全国的な産業センターがさらに発展する
ためには、より豊富な労働、原材料、中間財を必要とし、同時に市場も必要
である。これらを供給あるいは提供できる経済圏も同時に効率性は要求され
る。西部大開発戦略にあるように小城鋲（農村地区小都市）の育成と労働力
の流動化、各撞経済区の槻能や特性に沿った役割分担の明確化、市場の一体
化を進めるための全国の地域ごとの特色を生かした多次元的な開発と連関の
強化と整合的であるた捌こ、後背地となる経済区の開発が必要である。そこ
で、宋囲誠は次のような第二経済区と中心都市の構築を具体的に捷案してい
る。①西経済地帯（成都、雲南など）（南方シルクロード）、②黄河上流多民
族経済区（西北シルクロード）、③海東一臨夏経済区（青海農業）である伽。
この基本的発想法も、比較的『中国西部汗友重点区域規剣前期研究」と整合
的な地域となっている。
十一・五計画の最初の体系的な基本構想として中国国務院発展研究センタ
ー発展戦略・地域経済研究部による「調和のとれた発展こそ十一・五計画の
重点目標」があるが、そこでは、経済圏について、地区の協調的発展を促進
し、以下の4つを推進する必要があるとしているt刃I。（1）区域の大きさ、
地域の違い、行政区画との整合制に配慮しつつ空間的に全体的な計画を推進
する。発展の方向、歴史的継続性を配慮すると、前出の表6の8大地区とす
ることが必要である。これを十一・五計画の参考とする。全方位対外開放と
西部大開発戦略にしたがって、全国を南から北まで珠江経済帯、長江経済帯、
随海一蘭新経済帯、京津一呼包銀経済帯とする。この4線の経済帯が東西の
経済成長の新しい構造を構成する。（2）現在の西部大開発は国債投資と中
央予算内基本建設投資が経済発展を誘導しており、これらが無くなった場合、
経済成長は厳しさに直面する。輸血的な資金投入が必要である。（3）東部
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地区の国際競争力を強化する。（4）老朽工業基地を改造し、発展を加速さ
せる。
これらは何れも既に十・五計画、あるいはそれ以前から実施されており、
十一・五計画でも引き続き実施されることが検討されることを意味する。と
くに、経済圏との関係で注Hされるのほ、（1）に則った4線の経済帯であ
る。既に内陸地城から沿海に抜けるルートについてはほほ開発されつつあり、
南からその沿海地域の代表的な都市を各一つあげると、北海、湛江、広州、
上海、連雲港、天津、大連である。内陸地城からこれらの地域に抜けるルー
トを多チャンネルの経済帯としてさらに活性化させることは、「T字型開発
戦略」や「打字塑開発戦略」というよりも「クシ塑開発戦略」とも言えよう。
内陸部との関係以外に南北間の関係の重要であり、既に、十・五計画で検討
された「八縦八横」の鉄道ルートの構想に近似したものとなる。
2．十一・五計画の基本構想の昌棟
十一・五計画の最初の体系的な基本構想は前述の中国国務院発展研究セン
ター発展戦略・地域経済研究部による「調和のとれた発展こそ十一・五計画
の重点目標」であろう。これはには、十一・五計画期における内外発展環境、
十一・五計画期、あるいは、より長期の経済社会発展目棟、研究・解決すべ
き問題などが分析されている。また、これとは別に、十一・五計画期におけ
る中国の経済・社会の持続的発展に影響を及ぼす危機の要素、分野、程度に
関する専門家98人によるアンケート予測を国家発展改革委員会が行っている
ので、これと上述の国内発展環境と合わせて要約すると以下の（1）と（2）
のようになる‘㌔
（1）十一・五計画期の5つの内外発展環境
①政治的リスク：国際的一方主義、強権主義、地域の潜在的衝突、テロリズ
ム、分裂主義、極端な主義、台湾リスクが国家安全保障上の問題となる。
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また、国内統治上においては腐敗、法制度確立、政治体制改革、中国共産
党と一般大衆との関係、政府の法的権威下落の問題などがある。
②国際経済環境：グローバル化のもとで関税や数量制限などの保護貿易は衰
えるが、労働集約製品の過剰生産や資本集約製品における技術革新などの
領域で新たな保護主義が出現し、同時に各種の国際的地域協力が発展する。
また、WTO加盟の過渡期が終了し、長期的発展のための制度と政策環境
が構築される。国内企業が国際競争に直面し、伝紙的な統制的経済運営手
段は退行していく。
③マクロ経済環境：北京オリンピックや上海万博の開催は大きなビジネスチ
ャンスをもたらす。しかし、依然として資本市場と金融システムは未整備
であり、資金の生産分野への配分機能と監視・管理能力は欠如しており、
企業や個人の信用管理が基本的に無い。匡】有企業の不良債権処理が銀行の
システム改革の制約となっており、また、商業銀行の信用危機は深刻であ
る。信用不足は、消費活動、投資活動、生産活動を損ない、金融リスクを
増大させ、市場経済秩序を混乱させる
④都市・農村・地区・階層の間の摩擦：都市・農村間、地区間、階層間の隔
たり（3大差距）への関心が強まる。とくに、三農問題は継続的問題であ
り、労働市場は将来の相当期間にわたり供給が需要を上回り失業が継続す
る。その理由は、（i）農業近代化の前提条件の一つは生産規模の拡大で
あり、農村労働力の都市への転向が必要であるが、現在の都市経済の改革
は労働力強化の段階にあり、労働力の吸収力が急速に高まることはなく、
依然として農村は余剰人口状態にあり、農業生産の規模拡大と生産性向上
は制約を受ける。（ii）農民一人あたりの土地不足、ならびに非農業就業
機会拡大の困難性は、農民収入の増加も困難にし、農相の消費能力と経済
成長も影響される。（iii）農村の義務教育の普及、公衆医療保健制度、老
後保障などは大幅に遅れ、かつ、教育水準の如何に関わらず就職情勢は厳
しい。
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⑤環境・資源・公衆衛生面でのリスク：生態環境の悪化と戦略的資源制約が
強まる。砂地化、地力の汚染、草原の退化など森林・草地資源は依然とし
て下降傾向にあり、大気汚染、北方の水資源不足や水質汚染、石油需給の
逼迫が強まる。また、SARSやエイズなどの公衆衛生面での危機の可能性
がある。
以上の内外発展環境は、現在すでに存在する各種の問題や矛盾が、依然と
して未解決、あるいは、より深刻になることを示している。したがって、十
一・五計画期においては、発展と同時に各種の対立の調和が最も求められる。
また、この目標は長期間を要し、前述の国務院で承認された「“十五”西部
升安息体税別」では計画期間を5年から10年としているように、あるいは、
タイトルが「計画」ではなく「規画」（より長期の計画を意味する）である
ように、十一・五計画は内容的にはより長期的なものとなろうく㌔
（2）十一・五計画期、あるいは、それより長期の経済社会発展目標
国家の総合的な実力と国際競争力を高め、各種の利益関係を適切に平衡さ
せ、就業機会を最大限に創造し、経済成長による自然資源依存を低め、特定
の項目の発展ではなく、調和と安定のある社会を建設する。この調和を8方
面で進める。
（り地区間の調和：現在の地区間発展格差を予見できる期間内に縮小すること
は不可能であり、地区間の調和とは、発展格差の縮小ではなく、福利水準
格差の縮小を意味する。これを、地区産業の分業の合理化、地区間の協業
の強化と地区間の利益の転換を進める機構の形成を全国統一規模で実現す
る。
②都市農村間の調和：都市・農村間のアンバランスは発展途上国の工業化過
程で生じる普遍的問題であり、都市・農村間格差も短期間には解消できな
い。都市・農村間調和の内容は、第1に、都市・農村一体化の制度的障害
を排除すること、第2に、物質文明・政治文明・精神文明の建設で都市・
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農村の統一企画を実現すること、第3に、都市・農村住民が教育、医療、
飲料水供給などの面で受けるサービス水準の格差を縮小すること、第4に、
都市と都市経済の発展によって、農業労働力の移転と農村の現代化を促し、
それにより都市経済と国民経済全体の発展を支援することである。
③利益集団間の調和：改革の深化と、とくに所有制の多元化により、社会は
異なる階層や利益集団に分化し、利益集団の衝突、とくに労使衝突が新た
な社会衝突の最主要形式になる可能性がある。利益集団間の調和の内容は、
社会の各階層すべてが発展から利益を受け、所得格差が受容可能な範囲内
にあり、各階層が共通の利益を基礎に協力を実現することである。
⑥人と自然の間の調和：自然が提供する資源は再生不可能か、自然成長率を
制約する。人と自然の調和の内容は、人類が求める成長と自然が提供でき
る各種の資源が適切に対応し、生産と消費活動が最小の環境の代償で行わ
れることである。
⑤物質文明・精神文明・政治文明間の調和：この三者間の調和は物財の富が
不断に増大し、精神的生産物が不断に豊かになり、公民の政治参加度が不
断に高まること、すなわち、総合的国力の増大、科学的精神の発揚、優れ
た文化の伝承と発展、政治の清廉を意味している。
⑥縦方向（中央と地方）と横方向（部門間）の関係の調和：縦と横の関係の
調和は中央の権威の強化、行政効率の向上、各方面の積極性の合理的発揮
を意味している。また中央の政策の合理性と安定性の向上、その地方政策
に対する指導・調整機能と拘束力の増強を意味している。
（D開放と革新能力間の調和：外国の技術・資源を利用し、自主革新能力を備
え、全地球的な産業の分業連鎖におけるセグメントと、利益分配における
その位置をより有利にすること。開放と革新能力の調和の内容は、一方で
可能な限り対外開放により外部の資源と市場の利用の利点を獲得し、他方
で可能な限り対外開放の悪影響を回避し、自主革新能力を育成することで
ある。
－1！始－
（糾）
（砂短期と長期の調和：発展は、現在の要求と、後世の要求を満たす条件を整
えるべきであり、当面の経済成長と、将来の経済成長の基礎の構築に着目
すべきである。短期と長期の調和の内容は、現代の要求を適度に満たし、
経済成長における天然資源依存度を低下させ、発展能力を向上させること
である。
二十世紀末に沿海地域における小康水準が達成された後の計画とされる西
部大開発計画および十・五計画では、全国範囲での小康社会の達成を追求す
ることなる。このための重大な目標が所得格差や福祉水準格差の縮小であり、
内陸地城や農村地域などの成長に重点を置きつつ全体的な経済成長を推進し
なければならない。しかし、他方で、十・五計画期のWTO加盟や市場メカ
ニズム導入深化による経済成長は社会集団や社会階層の新たな格差の出現や
既存の格差の深刻化をもたらす可能性が大きい。しかも、高経済成長率の可
能性は沿海地域で大きく、所得格差縮小の可能性は小さい。したがって、十
一・五計画においては、経済成長と地域間・階層間などの「調和」が最も重
要なテーマとなる。
小康社会建設の過程においては、持続可能な経済成長、科学技術を横極的
に導入する経済発展方式、経済発展における資源・環境の負荷の軽減は常に
念頭に置く必要がある。また、より具体的な目標として、「市場分割、競争
不足、信用欠如、交易ルール無視、法律執行努力の不足などが依然として存
在する。開放的・統一的・最争的・秩序ある市場環境を建設し、（1）地区
封鎖を打破し、地方保護主義を取り除き、全国的統一市場を建設し、（2）
いくつかの業界の独占を打破し、いっそう市場競争を促進し、（3）誠実か
つ借用のある制度を建設し、企業取引の規範化し、（4）法律執行力を強化
し、消費者利益を適切に保証し、労働者の合法的権益を適切に保障する」こ
とが必要である脚。
このように、改革の公正性の保証、改革による受益対象者の拡大、および
それによる社会集団の対立の軽減が、十一・五計画が直面する重大課題とな
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る。
Ⅶ　十一・五計画期の西部大開発と東北振興
1．東北振興と西部大開発
東北地方は天然資源、食糧、重化学工業などの基幹産業を有し、したがっ
て、国有企業中心の産業構造であった。しかし、三線建設、特区建設、その
後の上海金融センター建設などの計画の中で東北地方への投資は相対的に縮
小し、改革開放以降においても、国有重化学工業中心の東北経済は郷鎮企業
などの成長にも遅れ、東北地方の経済的地位は一貫して低下してきた。また、
石油生産基地の老朽化と海外からの石油輸入比率の上昇により、輸入・加工
の基地も沿海他地域に移動しつつある。このような変化の中で、失業問題、
金融債務不安、マクロコントロールの欠如なども深刻化している。例えば、
東北地域の主要銀行の不良債権比率は31．舶％に達し、仝中国平均水準より
16．78ポイントも高いく㌔
東北地方の経済的地盤沈下に対しては、新しい環境に適応した新しい生産
構造による復活ということになろう。内容的には、東北地方の最も特徴的な
産業構造は国有重化学産業の比重が大きいということにあるので、行政と企
業の適切な関係の構築、市場化、非国有企業の発展、効率的なサービス産業
の発展などを推進し、他方で、現在の諸問題、例えば、雇用問題（あるいは
労働市場の発展）、社会保障問題、資金の合理的・効率的な配分などを解決
する必要がある。
2003年6月に温家宝首相が遼寧省を視察した折りに「東北地域振興と西部
大関発戦略は東西の両輪」と発言し、東北振興が着目された。さらに、同首
相は2∝）3年9月10日の国務院常務会議において、東北地方など旧工業基地の
振興策について、以下のような重点的原則を捷示しているくおI。
①改革開放を続行し、改革開放で構造調整を促進する、②主に市場メカニ
ズムに依存するが、政府も役割を適切に発揮する、（参新しい形の工業化を進
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め、産業構造改善を促進する、（り全体計画の立案と同時に個別事項の調整を
進め、発展のバランスを重視する、（9自力更生を主とし、国が必要に応じて
支援する、⑥現実から出発し、実際の効果を重視する。
また会議では、各地域のバランスの取れた発展に向けた全体計画の策定が
必要だとし、①西部大開発戦略の継続、②東北地方など旧工業基地の振興、
③東部地方など一定の条件を備えた地域での現代化先行政策の奨励、④東西
部の連動や中部発展の後押し、などの重要性が提起された（北京周報などよ
り）。
2（泊3年10月の16期3中全会では「中共中央、東北地区の従来工業基地復興
戦略実施に対する若干の意見」が採択され、さらに、2脱年3月には、温家
宝首相は東北部従来型工業基地再開発計画「東北振興」に関する会議を開き、
構造改革や経済開放などについて指示を行なったく励。
2脱年3月には、国務院が、東北部従来型工業基地再開発計画「東北振興」
を国家プロジェクトとして位置づけ、上述の2003年16期3中全会採択の「意
見」に基づいて効率的に推進していくために、「東北部従来工業基地再開発
調整改造工作指導グループ事務室（東北室）」を正式に設立した。「東北室」
は、総合グループ、政策・体制グループ、工業規格グループ、関連産業調整
グループの4部門からなり、国家発展・改革委員会（国家発改委）に所属す
る機関として置かれる。具体的な活動内容は、社会保障システム整備政策、
一部の従来型工業都市における企業からの社会的職能の分離、鉄道建設、東
北地域と華北地域を結ぶ道路や水運などの交通インフラ整備、各種資源枯渇
都市の選別などである柵。温首相は「東北室」の室長も兼任しており、「東
北振興」プロジェクトが正式に本格的に開始された。
以上のように、西部大開発計画と東北振興計画はほぼ同等の位置づけとな
った。前述の十一・五計画の中心的な構想は経済と社会の調和のとれた発展
であり、これは両地域の計画でも中心的な構想となろう。例えば、三展開蓮、
資源・環境問題、公衆衛生や社会インフラの整備などは共通であるし、サー
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ビス産業の合理的・効率的発展、市場秩序の改善、各種法規の整備、行政機
構のあり方、WTO加盟の移行措置期間の終了への対応、外資導入などを推
進すること、そして何よりも、市場化の推進、各地域の特性を生かす内発的
発展の重要性に対する意識改革の必要性なども共通と言って良い。しかし、
両計画地域の開発水準などの現状は大きく異なっている。したがって、解決
すべき項目は同様であっても、具体的措置は大きく異なる。
例えば、地理的特性として、西部大開発地域では沿海部まで遠く近接海外
市場も小さい。他方、東北地方は自身で沿海地域を持ち、また中南部沿海地
域にも近く、海外輸出面でも有利な地理的条件にある。しかし、根本的な違
いは資本蓄積や所得水準である。前出の表5にあるように、2003年の工業部
門の国内総生産構成割合は全国と東北地方は45．3％と崩．3％とほぼ同じであ
るが、西部大開発地城では32．8％と低く、一人あたり国内総生産額の対全国
比は東北地域で132．7％と全国水準より高いが、西部大開発地城は69・3％で
しかない。したがって、例えば、主要労働問題は、形式的には西部大開発地
域では農村の過剰人口問題であり、東北地方では工業部門の失業問題である
が、内容的には西部大開発地城では地域貧困格差問題であり、東北地方では
所得安定問題である。また、東北地方の開発計画は、東北部従来型工業基地
再開発計画「東北振興」というプロジェクト名がその内容を十分に反映して
ように「経済の復活」であり、それに対して、西部大開発計画は「新たに産
業を興す」ことが中心であり、計画期間も非常に長期にならざるを得ないし、
投資の収益率を高めることも困難である。前述の地理的特性からも生産基盤
からも外資の導入は東北地方よりも不利な環境にある。
東北地方では、既存産業基盤と地理的優位性により、20糾年には積極的に
外資導入に乗り出している。例えば、吉林省は2∝睦年7月に国家プロジェク
トである中国東北部従来工業基地再開発計画「東北振興」に伴い、外資優遇
政策を実施すると発表している。同省では、サービス分野での外資企業によ
る買収や資本参加が急増し、外資系銀行と地場銀行や証券会社が提携して空
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港や鉄道などの交通インフラ整備への融資が活発化している。外資系企業に
よる資産管理会社設立の認可により不良債権の買収を進めていき、国有企業
改革や不良債権問題の解決を図っている紬。また、税制面でも、2005年1月
には「2（X姥年東北地区減税範囲と暫定施行法」が施行される予定となってい
るく㌔
2．十一・五計画と西部大関発一西部大間発への現在（2脱年）の姿勢
2∝I1年からの十・五計画では、西部大開発が重点項目の一つに取り上げら
れた。しかしながら、十一・五計画の策定の中で、当初の西部大開発の前提
は大きく変わりつつある。第1に、前述のように2（拇1年末のWTO加盟の影
響である。加盟時の約束表に沿ったWTOルールへの対応は概ね完了する。
そのことによる市場経済化や市場秩序整備は、結果的に各種利益団体や階層
の乳鞍を強くする。したがって、これらの何らかの調和が必要となる。第2
に、東北地方の国営企業を中心とした衰退と失業の継続、銀行の不良債権問
題の継続である。このような東北地方経済の状況の変化の中で、東北振興計
画がより強く推進されつつある。東北振興は大連の開発など、より直接的に
日本経済に関連する。西部大開発の財政資金および外資などへの優遇政策が、
一部は東北振興にも配分されることになる。
西部大開発計画はその対象地城について国内的な調整を必要とした。十一
・五計画においても、中西部地域は東北振興に対して財政支援などについて
警戒している。西部大開発は長期的な国家建設の一部をなすものでもあり、
中央政府としては西部大開発について再強調する必要がある。中央経済業務
会議は、西部大開発を積極的に推進すべきであることを強調し、国債と新た
に増加した財政資金を西部大開発などの方面へ重点的に使用することを決定
したし、同じく、温家宝は、2（氾4年3月19日、20日の両日、国務院の西部開
発作業会議に出席して、次のような演説をしている‘㌔「西部大開発を引き
続き進めることは、中国の全面的な小康社会の整備に向けて、国民経済発展
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の新しい構造を形作り、持続可能な発展と国家の長期にわたる安定を実現す
る上で大きな意義がある。西部大開発を引き続き推進する中国共産党中央委
員会の戦略が揺らぐことはありえず、西部大開発を支える国の力が弱まるこ
ともありえず、西部地区の経済や社会の発展への足並みが緩むこともありえ
ない」。続けて、継続する西部大開発戦略の主な当面の任務として次の6項
目を挙げている。①三農問題の解決に力を入れる。農民の収入を増加し、穀
物の総合的生産力の安定・拡大させ、特色のある農業の発展に力を入れ、貧
困扶助対策を継続する。⑦生態環境の保護・整備に取り組む。③インフラ整
備を推進する。重点建設プロジェクトと民衆の利益と密接する中小プロジェ
クトを適切に推進し、とくに、農村インフラ整備を浄化する。④特色ある経
済活動や、優位性のある産業を積極的に発展させる。無計画な投資や低付加
価値分野での事業の重複を防ぎ、老朽生産技術・設備の西部への移転を厳し
く抑制する。⑤教育、衛生などの社会事業の発展に力を入れる。⑥改革開放
の足並みを加速し、国有企業改革を積極的に進め、国有経済の構造・構成の
調整を加速する。多元的な出資者からなる混合所有制の経営組織の発展に力
を入れる。とくに個人経営・私営など非公有制経済体の発展を奨励し支持す
る。
このように、政府は西部大開発を強力に継続することを表明している。こ
のことを証明するように、2∞4年3月に国務院は「西部大開発のさらなる推
進に関する若干の意見」を公布し、表9の重点項目を掲げている‘棚。
同様に、国務院の曽培炎副総理は次のように述べている。「農業増産・農
民の所得増加・農村の発展を促進し、西部大開発および東北地区の旧型工業
基地の振興を推し進める。雇用・社会保障事業を強化し、都市・農村の人々
の所得増に努力し、一般市民の切実な利益に関わる大きな問題を適切に解決
する。中国は新しい型の工業化方針を堅持し、粗放型から集約型への経済成
長方式の転換を強く推し進める。循環型経済を発展させ、環境に優しい生産
生活様式と、文明的な消費形態を社会全体で提唱する。中国政府は経済調節
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表9　国務院「西部大開発のさらなる推進に関する若干の意見」におけ
る重点項目
（》生態建設と環境保護の推進
（りインフラの重点プロジェクト建設の加速
③農業と農村のインフラ整備の強化と農民生活条件の改善
㊨産業構造の魂盤による特色ある有力産業の発展
⑤重点地域の開発推進
⑥科学技術・教育・衛生・文化などの社会草葉の強化と経済と社会の調和のとれた発展
⑦経済体制改革涙化による西部地域発展のための環境改善
③資金調達源の拡大による資金の保障
（沙人材育成の強化による人材の保障
法制の整備と組織的指導の強化
出所：国務院「西部大開発推進の10大ポイント（意見）」［25］。
・市場管理・公共サービス・社会管理分野の行政機能をさらに改善し、教育
・科学技術・文化・衛生・体育事業の発展を加速させる。合理的かつ民主的
な政策決定・法に基づく行政および行政監督を強化し、健全な事前警告・緊
急対処メカニズムを確立し、突発的事件とリスクに対する政府の対応能力を
高める」MS。
すでに十・五計画や西部大開発計画で述べられている項目以外で注目すべ
きは、東北地区の旧型工業基地の振興、および粗放型から集約型の経済成長
方式への転換、行政および行政監督の酎ヒと健全な事前警告・緊急対処メカ
ニズムの確立であろう。また、以上までに述べられていることをあえて要約
すると、低生産性生産単位の廃棄と特色ある比較優位的産業の開発など、あ
るいは、東北振興資金の配分などで、西部大開発計画については、環境に配
慮しつつ、より効率性が追求されることになろう。
Ⅶ　おわりに
東北振興と西部大開発とでは根本的に構想が異なる。東北振興は工業部門
の老朽施設の大規模な更新と生産性の向上が中心である。そのためには低生
産性の鉱物資源施設を始め国有企業などのあらゆる低生産性施設の廃止が中
心となる。失業問題は、農業部門と工業部門とではそれぞれ偽装失業と解雇
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という形をとり、工業部門でより先鋭化された数字となって現れる。再雇用
の可能性が少なければ失業問題はより深刻化し、社会保障制度の整備や職業
教育制度などの必要性は大きくなる。また、WTO加盟により海外との競争
により晒されることになり、資源・重工業部門の企業経営能力の向上による
回際兢争力の強化が必須となる。施設更新や新規建設のための資金、さらに
は研究開発のための資金も多く必要とする。しかし、比較的投資の利益回収
期間は短い。投資や雇用の変動が大きく、マクロ経済と強く関連を持ち、き
め細かいマクロ経済政策が必要となる。
他方、西部大開発は、基本的に社会開発の側面を強く持つ。貧困の軽減が
主目的の計画であり、例えば、農業部門での社会インフラ整備や小城鋲の発
展、少数民族地域の貧周解消などである。交通運輸、情報通信、水利、資源
・パイプラインなど巨大で長期的な建設資金を必要とする。石炭を始めとす
る鉱工業部門の低生産性企業の閉鎖では比較的規模の小さな企業が多い。農
業部門の生産性の向上のためには、高品種作物への転換や機械化、輸送・流
通部門の近代化が必要となる。農業部門の社会開発や経済開発には義務教育
が当面は重要となる。同時に、輸血式開発戦略から内発的成長戦略への転換
が必要となる。そのために、十一・五計画期には、教育体制を整備し、義務
教育の公平性を確保し、職業教育や高等教育の機会を拡大することが必要に
なる。また、生産インフラ建設から社会インフラ建設へと転換し、基本的権
利として福利厚生・医療衛生の制度を整えること、都市と農村の住民の生活
と労働の平等な権利を確保する戸籍制度を工夫すること、などが解決されな
ければならない。
九・五計画の重点は資源開発を中心とする経済成長であったのに対して、
十・五計画の重点は、地域的には西部地域開発、産業構造的には金融・流通
業などのサービス産業の現代化と農村貧困問題の軽減、そして国際経済環境
的にはWTO加盟への対応であった。そして、十一・五計画では、長期間を
要する農村地域開発、産業の現代化、西部大開発が引き継がれ、他方、東北
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地方の振興、WTOルール遵守への移行期間完了への対応が推進される。そ
して何よりも、十・五計画期間の順調な経済成長に伴う十一・五計画期の各
種の矛盾や対立の派生に対して、これらを軽減する調和のとれた社会の構築
に重点が置かれることになろう。
【注】
（1）西部大開発計画の対象地城は、現在、西部地区とされている童慶、四
川、貴州、雲南、険西、甘粛、青海、新彊ウイグル、チベット、寧夏に
内モンゴルと広西を加えた12省・自治区・直轄市であり、以後、これを
西部大開発地城とする。
（2）小川［1］では西部大開発計画の経緯、内容、および、十・五計画期
における西部大開発計画の有効性や両者の関係が述べられている。西部
大開発計画の中核となる資料は国舟院【12】や国分院［14］による政策
措置や実施意見の通知であるが、西部大関発計画はインフラ整備、三農
問題への対応、サービス部門を始めとする産業の現代化、生態環境整備、
および、関連法規の整備などが主要内容であり、その地域的対象範周を
除けば、十・五計画の内容と多くが同じものとなっている。なお、十・
五計画の全文は田中［7］の「付録第十次五力年計画要綱（全文）」、331
－371ページに所収されている。西部大開発に関連する第8車の原文は
国身院［11］による。
（3）張鴻［8］。
（4）膨大な譲辞表からなる加盟議定書（ACCESSIONOFTHEPEOPLE’s
REPUBLIC OF CrHNAand PROTOCOL ON THE ACCESSION OF
THEPEOPLE’sREPUBLICOFCHINA）［18］はWTOホームページ
により入手できる。
（5）なお、また、WTOの貿易と開発委員会（CommitteeonTradeand
Development：CTD）では貿易関連技術支援、途上国の貿易関連キャパ
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シティ・ビルディング（能力開発）、途上国向け特恵待遇（S＆D）の見
直しなどが検討されている。
（6）加盟には、貿易関連法令、物品やサービスの貿易に係わる政策や制度、
知的所有権に関する制度などWTOルール全般と例外措置などに関す
る多国間協議と、関税率などの議辞表とサービス約束表に関する2国問
協譲の合意を必要とする。2国間協議の内容はすべて多国間協議でも検
討される。
（7）以下の各協定条文は、小原喜雄・小室程夫・山手治之編［5］の訳文
による。
（8）中国WTO加盟に関する日本交渉チーム［10］、85ページによる。WTO
加盟に伴う関税（譲許）率引き下げスケジュールにっては同書86－87ペ
ージ、あるいは経済産業省通商政策局繍［3］、69ページを参照のこと。
（9）関税割当一覧については、中国WTO加盟に関する日本交渉チーム
［10】、150－151ページを参照のこと。
（10）中国WTO加盟に関する日本交渉チーム［10］、140ページ。
（11）加盟議定書［18］のANNEX5AのⅩおよびⅩⅨ。
（12）経済産業省通商政策局編［3］、71ページ。
（13）同書、226ページ、＜図表7－3＞WTO協定規律下におけるセーフガ
ード措置（調査、暫定・確定措置）の発　動件数。
（14）同書、77ページ。
（15）中国WTO加盟に関する日本交渉チーム［10］、132－203ページ参照。
（16）同書、93－131ページを要約した。
（17）国家汁剣委員会［15］による。
（18）国家汁剣委員会【15］（五の（一五））による。
（19）国奔院［13］。
（20）2（氾2年の外資参入規制状況は経済産業省通商政策局編［3］、82－鑓
ページを参照されたい。
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（21）張鴻［8］。
（22）国鼻院西部地区牙友領等小包か公室ホームページ［19］から要約した。
（23）日本経済新聞2∝旭年10月2日朝刊7両。
（別）北京週報ネット版、No．27，2∝軋6．28－7．02号。
（25）北京週報ネット版、No．31，20鵬．7．26－7．30号。
（26）上海市対外経済貿易委員会ホームページ［20］。
（27）上海市対外経済貿易委員会ホームページ［20］。
（28）国務院発展研究センター発展戦略区域経済研究部［26］。珠江デルタ
の区域協力と発展に関するフォーラムの開催期間に、国務院発展研究セ
ンター発展戦　略区域経済研　究部、李善同部長の報告。
（29）汀字塑開発戦略はT字型開発戦略の開発軸に沿海から河南、山西、陳
西へ鉄道や道路による新開発軸を加えたもの。
（30）国費院西部地区升友領寺小包か公室ホームページ［23］に掲載されて
いる。
（31）刺丑京・梵烈・周成虎・随大道等［16］，（「第1章　重点升友故略和
建没重点径済袴的理塘基瑚」、1－9頁、および、「第2章　重点友展紬
塊的疎意」、10－24頁）。
（32）宋揖誠［6］。
（33）国舟院友展研究中心笈展城崎和区域蛭済研究部（李善同／侯永志）［21］。
なお、「つり合いのとれた発展」F日刊中国通信j［27］でも要約が掲載
されている。
（誕）「専門家予測、中国が2010年までに直面する十大危機」［221。
（35）中共16期3中全会開催（2003年10月11日より開催）関連の文章では、
第11次5カ年計画は「計画」ではなく、「規画」（より長期的な計画）に改
名されるとしている。「F第11次5カ年計画」についての四つの革新」［28］、
および、「中国：F5カ年計画j消滅、r規画」に変更へ」［29］を参照の
こと。
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（36）国舟院麦展研究中心笈展戌略和区域粂済研究部（李善同／侯永志）［21］。
（37）「銀監会：東北3省の不良債権率32％、警告改善へ」［30］。「東北振興
及び北東アジア協力国際シンポジウム」の席上で中国銀行業監督管理委
員会（CBRC、銀監会）の唐双寧・副主席の改善を求める発言。
（38）「西部開発並みの戦略的意義」［31］。
（39）「温家宝：r東北振興』で積極的な経済開放を指示」［32］。
（40）「中国：F東北局j設立、主要プロジェクトに注力」［33］参照のこと。
（41）「「東北新興』に乗じて外資優遇政策を実施」［封］。
（42）「東北振興：減税措置を前倒し適用、年内還付」［35］。
（43）温家宝総理「西部大開発の推進への力を凄めず」［別】。
（44）国務院［25］中の「国務院　西部大開発のさらなる推進に関する若干
の意見」による。
（45）「第11次五力年計画、急ピッチで検討中」［36］。
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